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我が国の自転車事故は交差点での割合が高く，交差部での自転車の双方向通行がその要因として着目さ

れている．金沢市では中心市街地の細街路において,路側帯に沿って車道両端に自転車走行指導帯の整備を

進めるとともに，自転車利用者に対する左側通行を街頭等え指導している。この取り組みによって，整備

済み路線での路線長あたり事故率が，整備前に比して約 4 割に低減しており，市全体の事故件数の変化を

考慮しても有意な減少であることが明らかになっている．

この理由として自転車の左側通行の遵守、自動車速度の低下があると言われているが，定量的には明ら

かになっていない．また，地方都市での自転車交通量の減少などの影響も考えられる．そこで，本研究で

は、自転車走行指導帯ネットワークの整備前後の交通量，自動車速度，自転車の通行位置の変化について

分析し、整備効果を明らかした。その結果，交通量，自動車速度には変化は少ないものの，左側通行の遵

守率に大きな変化が見られ，これが事故低減の要因となっていることが示唆された．  
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1. 研究背景

道路交通事故全体に対する自転車関連事故の割合は都

市によっては 20%～30%を占めており，自転車の交通安

全性向上は多くの都市で焦眉の課題となっている． 

自転車事故は 70%が交差点またはその付近で発生 1)し

ており，世界的に高い値となっている．また，出会い頭

事故が多く，幹線道路小交差点の出会い頭では自動車の

左側からの自転車(右側通行)の事故率が高く 2),無信号交

差点での自動車発進時の自転車進行方向別の分析例 3)で

は,自動車直進時，左折時には自動車の左側から来る自

転車事故の割合が高くなっているが,右折時では右側か

ら来る自転車事故の割合が高くなる．信号交差点・無信

号交差点での分析例 4)でも同様の結果が示されている．

上記のように発進自動車の進行方向により衝突する直進

自転車の方向に違いが見られるのは,ドライバーの注意

の偏りが原因と考えられ,自転車が双方向を走る交通環

境が重大な危険要因であることを示唆している． 

2012 年 11 月に国土交通省と警察庁は「安全で快適な

自転車利用環境創出ガイドライン」(以下，ガイドライ)5)

で，自転車通行空間設計,利用ルール徹底など基本方針

を発信している．自転車は車道部左端通行を原則とし,

自転車専用通行帯,車道混在を中心に空間整備する指針

が示され,信号交差点，幹線道路小交差点では矢羽根マ

ークによる誘導策が示されている．また,自転車は左側

の路側帯を通行する道路交通法改正が 2013 年 6 月に公

布され，道路交通法上は,通行可の歩道以外では自転車

は道路の左側通行が義務づけられている．各自治体で進

められている自転車通行環境整備計画では，車道部を一

方通行する自転車を増やすレーンの整備が進められてい

るほか,自転車安全条例でも愛媛県や高槻市など自転車

に左側の歩道を通行する努力義務規定もでてきている．

しかし，歩道上での双方向通行の慣習から,細街路では

左側通行は意識されているとは言いがたい． 

このような中,金沢市では細街路において路側帯に沿

って車道両端に自転車の左側通行を促すピクトグラムと

矢印を明示した自転車走行指導帯を整備し，街頭指導で

細街路での左側通行の定着を進めている．平成 22 年に
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金沢市中央小学校前での整備に始まり,平成 23 年度から

「まちなか自転車利用環境向上計画」のもとで,市中心

部での面的な整備が行われている．こうした，細街路で

の自転車左側通行を誘導する同様の施策は京都市などに

広がっている．ただし,こうした細街路での左側通行促

進の効果についての知見は十分とは言えない． 

以上の背景から,本研究では金沢市での自転車走行指

導帯整備前後において，交通量、左側通行遵守率,およ

び自動車速度の変化について分析することで,指導帯の

整備効果を定量的に分析することを目的とした． 

2. 金沢市における自転車走行指導帯ネットワーク

金沢市では,平成 23 年 3 月に「まちなか自転車利用環

境向上計画」を策定し,約 860haの中心市街地を対象とし

て,自転車通行空間，駐輪環境，ルール・マナー向上か

らなる総合施策を進めている．計画されている自転車ネ

ットワークには，幹線道路に加えて,自転車利用ニーズ

の高い路線として裏道ネットワークと呼ばれる細街路の

路線が選定されているのが特徴と言える．特に平成 22

年度に実施されて中央小学校前での自転車走行指導帯の

成果を踏まえて,平成 23 年～平成 25 年にかけて，約

10km の細街路で自転車走行指導帯を整備している．こ

の事業で整備された路線を図-1および写真-1に示す． 

図-1 細街路型自転車走行指導帯の整備路線（H22～25）

写真-1 金沢市・細街路型の自転車走行指導帯 

また，この指導帯の整備路線では,朝の自転車による

通勤・通学者が多い時間帯に,警察官や「地球の友 金

沢」,学校,ＰＴＡ,地域住民等による街頭での安全指導が

行われている．このような取組みの結果として,走行位

置を遵守する自転車の割合が他市の類似整備事例に比べ

て高くなっているのが特徴である． 

3. 交通事故低減効果に関する既存研究

著者ら6)は，この指導帯整備による交通事故低減効果

について,石川県警から提供された事故地図をベースと

して分析している．具体的には金沢市の平成19年から平

成25年について，発生した自転車が関連する車両相互事

故を発生年ごとに整備路線と整備路線外に区分し，出会

い頭，自動車右左折時，その他の事故種別に集計した．

まず，整備前後で路線長当たりの事故件数の変化を比較

した結果，整備路線全体では自転車事故が整備前の42%，

出会い頭事故で44%に減少している．ただし，まちなか

地区での自転車事故も約63%，出会い頭事故は52%に減

少しており，市域全体でもそれぞれ61%，57%に減少し

ていた．そこで，まちなか地区、および金沢市域での事

故件数に対して，整備対象路線での事故件数の割合を年

次ごとに整理した結果，全自転車関連事故、出会い頭事

故で，指導帯の整備が進むにつれて割合は低下し，地区

内にネットワークが広がった平成25年に大きく低下して

いることが明らかになっている．まちなか地区での事故

件数，および市域自転車関連事故，市域の全事故を母集

団として，これらの事故件数の減少を考慮して整備路線

の事故件数の低下を検定した結果，まちなか地区を母集

団とした場合は整備路線全体の自転車事故減少が弱いな

がら有意で，市域自転車事故を母集団とした場合には，

出会い頭事故の事故減少も弱い有意，市域人身事故総数

を母集団とすると両者とも有意水準5%で有意な減少と

見なせた．このように，整備に伴って事故低減が生じて

いることが明らかになっている． 

4. 研究方法

 本研究では，上記の事故低減効果の要因として，交通

量，速度，走行位置・方向の影響を探ることを目的とし

た．まちなか地区では指導帯整備前に複数の箇所で交通

状況をビデオ観測しているが，そのうち整備路線等で平

成22年12月1日に観測を行っているビデオを入手した．

ビデオ入手箇所の内8箇所で平成27年10月15日にビデオ

観測を実施した．本研究ではこのうち図-2に示す6箇所

について整備前後の比較分析を行うこととした．
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図-2 ビデオ撮影箇所 

図-3 自動車の走行速度計測断面の例 

このため，ビデオ観測から，自転車の通行位置・方向

別交通量，自動車交通量，自動車の走行速度を計測した． 

自動車の走行速度は，図-3に示すように，ビデオで

映る範囲内かつ指導帯整備前後で同一と同定できる地物

（電柱、路面標示、排水設備等）を定め，ビデオの映像

で，2断面の間を通過した時間と 2地点間の距離をもと

に計測した．時間計測はビデオフレーム(1/30秒)単位で

ある． 

5. 整備前後の交通状況変化

(1) 自転車・自動車交通量の変化 

 地方都市では，若年人口の減少や女性層の自動車保有

の増加などで，自転車利用が減少していることが指摘さ

れている 7)．表-1,2 は自転車、自動車の交通量を集計し

た結果である．整備前後とも 1日のみの観測値であり，

交通量の変動を考慮することはできないが，6 箇所の平

均では自転車・自動車とも平成 27年には平成 22年の約

9割の交通量となっている． 

時間帯別，区間別に自転車交通量，自動車交通量の変

化を図-4,5 に示す．自転車交通量は交通量が比較的多

い区間で減少しており，時間帯別では 7,15,16 時台で減

少が見られ，交通量の少ない区間では増加も見られる．

通勤通学のための自転車利用者の減少と考えられる． 

表-1指導帯整備前後における交通量変化 

区間名 整備前 整備後 変化率 整備前 整備後 変化率
１．芳斉２ 1039 823 -21% 32 31 -3%
２．三谷産業前 167 235 41% 1128 997 -12%
３．公園前 424 491 16% 1596 1463 -8%
４．中央小前 1265 1071 -15% 593 623 5%
５．中央小南 465 508 9% 1858 1762 -5%
６．香林坊２ 1083 966 -11% 516 556 8%
総計 4443 4094 -8% 5723 5432 -5%

自転車交通量 自動車交通量

図-4 整備前後における区間別自転車・自動車交通量

図-5 整備前後における時間帯別自転車・自動車交通量

(2) 自動車速度の変化 

写真-2に示す区間 3,4,6においてビデオから計測した

自動車の平均速度を比較した結果を図-6に示す．平均

速度は区間 4,6で減少しているが，区間 6の整備前後の

速度減少のみが統計的に有意であった．区間 3,4ではそ

の傾向は有意とは言えない結果となっている． 

なお，自動車の前方に自転車が存在したときの速度を

比較すると，区間 3では前 37.3km/h（5台)，後 28.9km/h 

(5台），区間 4では前 20.0km/h（5台)，後 16.7km/h (7

台）となった，サンプルは少ないが，整備後では速度の

低下が見られた，指導帯によって自転車が以前より道路

中央寄りを通行するようになることが，自動車の速度低

下につながると考えられる． 

(2)  自転車通行位置・通行方向の変化

次に，自転車の通行位置について，指導帯順走，指導

体外順走，指導帯逆走，指導帯外逆走，歩道通行の５つ

に分類し，その走行台数をカウントした．区間別に比較

した結果を図-7に示す． 
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地区３     地区４      地区６ 

写真-2 自動車速度を計測した区間（整備後）

図-6 指導帯整備前後における自動車平均速度

整備前後における左側を順走する自転車，左側の指導

帯部分を順走する自転車の割合はどの区間も大きく増加

している．検定では区間２を除くすべての区間で差は有

意であった．区間２は指導帯整備と同時期に公園内の歩

道が車道に隣接して設置されたことや，高校生の利用が

比較的少ない区間であるためと考えられる．また，図-

８に時間帯別の順走率を比較した結果を示すが，交通量

の多い午前中で遵守が高まっていることがわかる．指導

帯設置と街頭指導が左側通行の遵守化に効果的にはたら

いていることが示唆される． 

6. おわりに

 交通量の減少は大きくなく，速度低下も明らかではな

かったが，左側通行の遵守率の変化は顕著であった．こ

の点からは通行位置の変化が事故低減の重要な要因であ

ることが示唆できる．事故低減の要因を分析するため，

事故発生状況の詳細な分析についても進めていきたいと

考えている．また，整備路線以外の周辺道路での左側通

行遵守の空間波及を把握することも重要と考えられる．

図-7 区間別の指導帯・左側通行遵守率

 
図-8 時間帯別の指導帯・左側通行遵守率
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